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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトは人材の配置が生産性と階層化に与える影響を分析することを目的とする。
以下、プロジェクトの成果を要約する。人材の配置と生産性に関しては、高等教育や企業特殊熟練と人材配置の関連を
理論的に分析した。また、社長交代がもたらす企業戦略の変更の実証を行った。人材配置と階層化に関しては、昇進と
ローテーションの関係、合併後の役員の処遇と吸収合併された役員の勤続年数の関係の実証分析を進めた。企業の階層
化については、以前開発したモデルを日本のデータに応用し成果を得た。人材配置分析のためのデータ作成作業は、大
学偏差値データの拡張や官僚データ等、多方面にわたり地道に積み上げられてきた。

研究成果の概要（英文）：This project is aimed at analyzing the role of human resource allocation on the pr
oductivity and hierarchy in the society.  We summarize the results below.  To understand how human resourc
e allocation influences the aggregate productivity, we theoretically analyzed the relation between higher 
education and human resource allocation and between a firm specific human capital and human resource alloc
ation.  We also empirically investigated how the changes in presidents at Japanese corporations change the
 firms' strategy.  To understand how human resource allocation influences the hierarchy in the society, we
 empirically investigated the relation between promotion and lateral transfer and how managers' tenure in 
target influences the retention rate as a director after M&A.  We also applied a previously developed mode
l to Japanese data to understand the hierarchy across firms.  Finally, we accumulated several data such as
 university ranking and career for bureaucrats.
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１．研究開始当初の背景 
日本企業の強みは長期的関係を通じ形成
された労働者の高度な技能であるという意
見は根強い。一方、様々な社会変化の中、従
来のシステムは人材の適切な再配分を妨げ
ているという指摘もある。果たして、日本は
効率的な人材配置を達成しているのだろう
か。また、日本の人材配置は社会の階層構造
にどのような影響を与えているのだろうか。 
 こういった問題意識に応えるため、「経営
者のヴィジョンおよび組織能力の違いの源
泉とその違いのもたらす経済効果の分析」
（基盤研究（B）研究代表者 瀧井克也 平成
18-20 年度）で得られた理論・実証結果・デ
ータの蓄積を背景に、日本の人材配置の違い
が生産性と階層化へ与える効果を分析する
プロジェクトを開始した。 
 
２．研究の目的 
 今回のプロジェクトは、日本の人材配置の
違いが生産性と階層化へ与える効果を理論
的・実証的に分析することを目的とした。具
体的には、人の配置と生産性、人の配置と階
層化という二つのテーマについて以下のよ
うな目標を掲げた。 
 
（１）人の配置と生産性：人材の配置が生産
性に与える効果を、マクロの生産性、個別企
業の効率性、そして個人の生産性の３つの要
素に分けて以下の問いに応えることを目指
した。①人材のミスアロケーションがどのよ
うに社会全体の効率性に影響するか。②企業
の変化が、どのように経営陣の顔ぶれを変え、
そして企業戦略や生産性に影響を与えるか。
③人の配置の在り方が個人のインセンティ
ブをどのようにかえるか。 
 
（２) 人の配置と階層化：人材の配置と階層
化との関係においては、個々人の階層化と組
織の階層化の２点に分けて以下の問いに応
えることを目指した。①昇進とローテーショ
ン、経験した部署、出身大学・学部との間に
どのような関係があるのか。②人材の配置の
違いがどのように組織間の格差を生み出し
ているのか。 
 
３．研究の方法 
上記問いに応えるため、下記のような分析
を行ってきた。 
 
（１）人の配置と生産性における３つの問い
に対して下記研究がおこなわれた。①マクロ
の生産性に関しては、高等教育政策と産業の
構造との関係や企業熟練と人材獲得競争と
の関係について理論的分析がすすめられた。
② 企業の生産性に関しては、社長交代がも
たらす企業戦略の変更の実証を行った。③個
人の生産性に関しては、キャリアの在り方の
違い、個人のインセンティブに与える影響の
理論分析が行われた。 

 
（２）人の配置と階層化における２つの問い
に応えるため、下記のような分析が行われた。
①人の階層化に関しては、昇進とローテンシ
ョンや部長の時の部署との関係、合併後の役
員の処遇の実証分析を進めるとともに、官僚
や政治家のキャリア分析にも着手した。②組
織の階層化については、以前開発したモデル
を日本のデータに応用し成果を得た。 
 
（３）データ整備：上記テーマに応えるため
の分析作業に加えて、その前提となるデータ
作成作業の充実にも勢力を尽くした。 
 
４．研究成果 
以下具体的に、どのような成果を上げたの
かということについて整理していく。 
 
（１）人材の配置と生産性： 
①マクロの生産性：教育政策と人材配置との
関 係 に 関 し て は 、 Takii and Tanaka 
(2009,2013)においてエリート教育の是非に
ついて理論分析を進めた。Takii and Tanaka 
(2009)では、職種の多様性が存在しない時、
所得格差により誘発される人的資本の多様
性は、常に次期の GDP を下げることが示され
る一方で、能力の差により誘発される人的資
本の多様性は、生産された中間財が十分に代
替可能であり経営陣の権限の範囲が十分に
大きいときは、GDP を上げることがあると示
された。それに対し、Takii and Tanaka (2013)
は職種の多様性が存在する時には、所得格差
により誘発される人的資本の多様性も職種
とスキルとの間の人材配置の効率性を高め
ることでGDPを引き上げる可能性があること
を示した。その上で、人材配置の効率性は政
府が衰退産業に対し過剰に保護を施してい
る時には、優秀な人が衰退産業に割り当てら
れてしまうため、人的資本の多様性はかえっ
て経済を阻害する可能性があることも示し
た。今後はこういった理論的予測の意味する
ところの経済的インパクトの大きさを確認
するためにも、大学入試のデータの整備を急
ぎ、定量分析を進めていく必要がある。 
 こういった教育と人材配置の関連の分析
に加えて、Kawata and Takii (2013)におい
ては、企業特殊熟練を身につけるインセンテ
ィブと人材獲得競争との関係についても理
論的考察を深めた。そこでは、以下のことが
示された。企業特殊熟練がなくてもある程度
の生産活動を行えるような場合には、自由参
入を許した競争的な環境下において、人材獲
得競争と企業特殊熟練を身につけさせるた
めのインセンティブづけの間の矛盾は生じ
ず、社会厚生を最大にするような賃金契約が
提示される。一方、企業特殊熟練が非常に重
要な経済においては、企業特殊熟練を身につ
けさせるためのインセンティブづけと人材
獲得競争との間のどちらを優先するかの２
者択一的状況に追い込まれてしまう。自由競



争は企業に企業特殊熟練への動機づけより
も人材獲得競争を優先させるインセンティ
ブを過度に与えるため、政府の規制が必要と
なるケースがあることを示した。 
 
②企業の生産性：Hirata and Takii (2012)
は、日本の役員四季報のデータを使いながら、
社長の交代は何をもたらすかを分析した。そ
こでは、社長の交代は企業規模の縮小をもた
らすが、その結果として企業の効率性が上昇
しているというエビデンスはないという結
論を得た。 
 
③個人の生産性： Ishida(2012)は昇進競争
が労働者のインセンティブに及ぼす効果を
分析した。能力差が明らかに大きい時に、労
働者は昇進競争のために努力をするよりも、
競争相手の失敗を誘発することで自分を有
利に導こうとするインセンティブが生まれ
る。Ishida(2012)は、そういった場面におい
て、Fast Track か Late Promotion を行うこ
とで、インセンティブのゆがみを緩和できる
ことを示した。Fast Track は若い時の業績に
非常に大きなウェイトをおき、年をとってか
らの競争を緩めることで、初期の競争の結果
個々人の能力がはっきりしてからのちに、相
手の足を引っ張ろうとするインセンティブ
を弱める。また、Late Promotion は能力差に
対する評価を遅らせることによって、競争の
ために努力をするインセンティブを保ち続
ける。これらの結果は、日米の内部労働市場
の特色として考えられている Fast Track や 
Late Promotion は、労働者に適切なインセン
ティブを保つための異なる工夫としてとら
えることができる可能性を示唆している。 
 
（２）人材配置と階層化： 
①人の階層化：Sasaki, Takii and Wan (2012)
は、ダイヤモンド人事録のデータを使い、昇
進のタイミングで部署間のローテーション
が行われているというロバストなファクト
を発見した。なぜ昇進のタイミングと部署間
ローテーションが同一のタイミングで行わ
れるのかについて説明できる既存理論はな
い。そこで、論文ではそのことを説明する一
つの理論仮説も提示した。具体的には、もし、
各種役職や部署での仕事は様々な仕事によ
って構成されており、個別の仕事特殊な技能
があるとすると、昇進とローテーションとが
同じタイミングで行われるのは、そういった
仕事特殊な技能を習得するためのコストを
少なくするための配慮である可能性がある
ことが示された。Sasaki, Takii and Wan 
(2012)では、役員に昇進しやすい部長の時の
役職は何かということも分析している。そこ
では、経理の部長は役員になりやすいが研究
部門の部長は役員になりにくいことが示さ
れた。このことは、役員は資源配分能力にた
けたジェネラリストであるという仮説と整
合的である。 

 Hayashi and Takii (2012)は官庁のキャリ
アに視野を広げ、国交省のデータを用いて、
出向と昇進の関係について調べた。まず、同
じ課長職でも局長になるために重要な課長
職とそうでない課長職があることをデータ
から確認し、入省１５年目ぐらいからの出向
は重要課長職への昇進に負の影響を及ぼす
ことを示した。このことは、国交省において
外部での多様な経験は組織上層部が必要と
するスキルと無関係であり、むしろ評価の悪
い人を出向として他組織へ配属させている
ことを示唆している。また、Hayashi and 
Takii (2012)は、部長への昇進に大きく負の
関係を持つのは課長昇進以降の出向である
ことを示した。部長は指定職であり給与形態
が変わり、多くの人が部長まで昇進して辞め
ていることを考えると、局長レースに敗れた
人のインセンティブを保つために、部長への
昇進が使われていると考えることができる。
出てきた結果の一般性を確認するためにも、
ジョブランクの再定義や、他省庁のデータの
分析を行っていく必要がある。 
 Hirata, Suzuki and Takii (2013)におい
ては、吸収合併された企業の役員が吸収した
企業の役員に残る確率と吸収された企業に
おける勤続年数の関係を分析した。そこでは、
役員になるまでの勤続年数は合併直後に役
員に残る確率を高めるが、その後、役員から
外されていく確率も高めることが見出され
た。このことは、合併の初期時点では、合併
を成功させるために、吸収合併された企業に
おける企業特殊な知識が必要だが、長期的に
は、一企業で勤め上げた人は新しい環境に適
応していく能力をはぐくむ機会が乏しかっ
たがゆえに、役員から外されていくという仮
説と整合的である。Hirata, Suzuki and Takii 
(2013)はまた、役員になってからの勤続年数
は上記のような傾向を示さないことも発見
した。このことは、役員になってからの経験
はどこの会社でも通用する一般的なもので
あり、その経験が長いことが新しい会社の運
営を理解する力を弱めることはないことを
示唆している。 
 
②企業の階層化：Takii (2011)は企業活動基
本調査のデータを使いながら、Takii (2008)
のモデルを発展させ、その妥当性が日本の企
業においても成り立つことを確認した。 
Takii (2008)においては、優秀な人ほど組織
資本を有効に利用できるだけでなく、優秀な
人は組織資本の蓄積にも貢献できると仮定
すると、すぐれた組織資本のある企業は優秀
な人を引き付け、引き付けた優秀な人がより
多くの組織資本を企業に蓄積していくとい
う好循環を生み出すこと、そして、この好循
環のメカニズムが、企業間の生産性格差や賃
金格差が持続的である理由を説明すること
を示した。Takii (2011)はそういったメカニ
ズムと無関係な企業固有の変わらない強み
があったとしても、上記メカニズムのほうが



より定量的により大きなメカニズムを生み
出す可能性があり、企業固定の効果というも
のは一般に思われているよりも小さな意味
合いしかない可能性があることを日本のデ
ータを使って確認した。モデルそのものは、
まだまだ改良されるべき余地があるが、改良
した後にも結果が変わらないかどうか今後
しっかりと確認していく必要がある。 
 
（３）データ整備：この間、分析を進める中
で人材配置分析のためのデータ作成作業は、
大学偏差値データの拡張・整備、役員データ
の拡充・整備、合併関連データの整備、官僚
データの入力整備、そしてそれらのデータを
結びつけるための補助データと多方面にわ
たり地道に積み上げられてきた。これらのデ
ータは将来公開していく予定ではあるが、地
道に作り上げてきたこれらのデータは将来
に残る貴重な資産として、今回のプロジェク
トの重要な成果ということができる。 
今後も、地道なデータ作業を続けながら、整
備されてきたデータを丁寧に分析し、ファク
トをあぶりだし、理論化する作業を行ってい
くことが重要である。 
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